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《論文要旨》
　企業にとって，人材の採用は極めて重要な活動である。その人材の採用区分には，
大別すれば新卒採用と中途採用がある。近年，中途採用の拡大が指摘されるが，ど
のような企業でそれが行われているのだろうか。また高齢化の進展を考えれば，中
高年層の中途採用の重要性が一層高まるはずだが，その現状はどうなっているのだ
ろうか。そこで，筆者が最近かかわった企業に対する質問紙調i査のデータを用いて，
これらのことを多変量解析によって分析した。
　最初に分析したのは，人材の採用区分である。結果には，業種による違いが表れ
た。すなわち，新卒採用に重点をおいた採用活動を展開しているのは，「情報通信
業」，「卸売・小売業」，「金融・保険業」，そして「電気・ガス等」であった。それ
に対し，「運輸業」や「不動産業」，さらに「サービス業」では，中高年層も含めた
中途採用を中心に展開していた。また，成長が大きい「医療。福祉」は，多くの採
用方法を併用して人材ニーズを満たそうとしていた。次いで，中高年中途採用者の
採用後の定着評価を分析した。その結果，定着について特別の配慮，特に配置や賃
金の決定に関する配慮を払っていた企業では，定着評価が高いことがわかった。そ
して最後に，今後の中高年採用ニーズについて分析し，上述の定着評価が高い企業
で，採用ニーズが高くなることを確認した。
　これらの結果から，今後，必要性が高まる中高年者の中途採用を活発化するため
には，企業は採用した中高年者に対して，処遇上の配慮を払うことが望ましいこと
がわかった。そのことが，中高年者の定着向上につながり，それが更なる採用ニー
ズの向上につながるからである。
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はじめに
　企業にとって，人材の採用は極めて重要な活動である。企業活動を担って
いく経営資源は，人材以外にはないからである。そのような人材の確保のた
あには育成や定着などの施策も必要だが，その必要度は採用した人材の質と
量に大きく依存する。この点からも，採用は重要な活動と言えるだろう。
　その人材の採用には，大別すれば，職業経験のない新規学卒者を採用する
「新卒採用」と，既卒者を採用する「中途採用」がある。後者は，学校卒業
後の就業経験者を対象とした採用であるので，前者と比べれば対象者の年齢
が高くなるのが一般的である。それにもかかわらず，中途採用を巡る議論の
多くは，比較的若い年齢層を対象としたものとなっている。これには，年齢
別に見ると若年層の方が離職や転職が多いという事実や，フリーター問題な
どを契機として高まってきた若年者雇用に対する関心が作用しているように
思える。しかし今後の高齢化の進展を考慮すれば，中高年者や高齢者を対象
とした中途採用の重要性が一層高まるはずである。
　筆者は，最近，新卒採用や中高年採用などのいくつかの採用区分に関する，
企業を対象とする質問紙調査（アンケート調査）に関わった。そこで本稿で
は，採用を含めた移動を巡る最近の動向を整理した後，この調査データを分
析した結果を紹介する。そこでは最初に，どのような企業でどのような区分
の採用が行われているのかを明らかにする。次いで，今後必要性の高まる中
高年の中途採用について，分析を進めていく。ただしこれらの分析は，その
決定要因を解明するために行うものではなく，現状に対する事実発見を主眼
に置いたものである。このような研究の蓄積があまりないので，事実発見を
重ねることが必要と思えるからである。
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1．労働移動の現状
（1）既存統計の結果
　分析結果を紹介する前に，採用も含めた企業間の人材移動について，政府
の既存統計の中では最も豊富な情報を提供する厚生労働省「雇用動向調査」
を用いて，人材移動の状況を見ておこう。ただし全労働者ではなく，同調査
のいう「就業形態」が「一般」，つまり「パート労働者」を除いた人につい
て見ていく。このような限定を加えるのは，雇用期間の定めのない正規従業
員と異なり，パート労働者は雇用の契約期間が短いので，ある程度の期間が
経過した後には移動する人が多く（D，両者を混在させると結果にバイアスが
生じる可能性が高いからである。
　移動の種類ごとの年齢別構成を示したものが，表1である。この統計調査
　　　　　　　　表1移動種別の年齢別構成（就業形態：一般）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
入職者計 未就業者 既就業者 離職者
新規学卒者 一　般 転職入職者
年　齢　計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
19歳以下 7．6 27．1 8．5 2．8 2．2
20～24歳 26．0 68．2 23．8 16．7 15．8
25～29歳 17．7 4．1 18．0 20．7 19．7
30～34歳 12．4 0．4 11．9 15．3 12．0
35～39歳 8．5 0．0 9．5 10．2 8．2
40～44歳 6．8 一 5．1 8．7 6．8
45～49歳 53 0．0 4．7 6．7 5．8
50～54歳 6．2 0．0 8．4 7．1 7．3
55～59歳 5．3 一 4．9 6．7 6．9
60～64歳 3．4 0．0 3．3 4．3 11．5
65歳以上 0．8 一 1．8 0．8 3．8
出所：厚生労働省「雇用動向調査（平成16年）」
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の用語は，少し特殊なので，表頭の入職者のカテゴリーを説明しよう。入職
者には，入職前に就業経験がない人と，ある人がいる。前者は「未就業者」
で，これは非労働力であった人が就職した場合が該当し，代表的なものは
「新規学卒者」だが，それに限らない。専業主婦が就職する場合などがあり，
それがここでの「一般」である。後者の就業経験のある人が通常言われる転
職者（あるいは中途採用者）で，ここでの表記は「転職入職者」である。
　入職者の3つのカテゴリーを見ると，いずれも20歳代の若年層の割合が
高くなっていて，若年層を中心とした採用が行われていることがわかる。し
かし，転職入職者に関しては，若年層の割合がやや低く，45～64歳という
中高年層で合計約25％に達している。意外と中高年層の中途採用も多いこ
とが確認できる（2）。離職者に関しても，同様に若年層割合が高いが，60～64
歳で再び高くなっている。これは，60歳定年の企業が多く，その結果この
年齢層で離職する人が多いからである。
　　　　　表2年齢別に見た移動種別の人数割合（就業形態：一般）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
常用労働者数 入職者計 未就業者 既就業者 離職者数
新規学卒者 一　般 転職入職者
年　齢　計 100．0 12．6 2．0 2．0 8．6 13．0
19歳以下 100．0 80．0 45．7 14．2 20．1 23．8
20～24歳 100．0 37．8 15．8 5．5 16．5 23．8
25～29歳 100．0 15．7 0．6 2．5 12．5 18．1
30～34歳 100．0 11．0 0．1 1．7 9．3 11．0
35～39歳 100．0 8．8 0．0 1．6 73 8．8
40～44歳 100．0 7．6 一 0．9 6．7 7．9
45～49歳 100．0 6．1 0．0 0．9 5．2 69
50～54歳 100．0 6．7 0．0 1．4 5．3 8．2
55～59歳 100．0 6．8 一 1．0 5．8 9．1
60～64歳 100．0 10．1 0．0 1．5 8．5 34．9
65歳以上 100．0 5．6 一 2．0 3．6 26．9
出所：厚生労働省「雇用動向調査（平成16年）」
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　このような入職者や離職者は，各年齢層の従業員のうちどの程度の割合を
占めているだろうか。調査期間の前半末日（年間の期央である6月末日）の
常用労働者数に対する割合を示したものが，表2である。ここで同一年齢層
で，転職入職者の割合と離職者の割合を比較すると，60～64歳層の違いが
目を引く。定年退職者が多いこの年齢層の離職者の，かなりの割合の人が，
（少なくとも直ちには）再就職をしていないと見て良い。高齢化の進展を考
えれば，このような現状を再検討する必要があるかもしれない。
②　移動についての最近の分析
　このような移動に関しては，移動した個人に関して分析する方法と，採用
を行った企業について分析する方法がある。守島（2001）が指摘したように，
移動に関してはその立場により評価が異なりやすいので，この区別は重要で
ある。実際に移動を扱った多くの研究は，前者に属するもので，上記の守島
（2001）もその1つである。
　守島（2001）は，転職者の満足度を従属変数とし，転職回数などを説明変
数とする年齢別分析を行っている。それによると，25～39歳層では1回の
転職経験は転職者の満足度を高めるが，それ以上の年齢層ではそのような関
係はなく，また2回以上の転職はいずれの年齢層でも満足度を高めていなかっ
た。中高年の中途採用が意外に多いと指摘したが，移動者本人にとって，そ
の結果は必ずしも良いとは言えない現実があるようだ。
　他方，採用側，つまり企業について分析したものの多くは，新卒者を対象
としたものである（3）。そのようなものの1つだが，原（2005）は新卒者採用
を説明する変数として「（高卒者の）中途採用の実施」を投入している。そ
の結果は，「（高卒者の）中途採用の実施」は，新規大卒採用者の従業員数に
占める比率には明瞭な影響を与えていないが，新卒採用者に占める高卒者の
割合を高める（これは，大卒者の割合を低めることと同意）ように作用して
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いるというものである。この結果は，学齢別に採用の市場が分断されている
ことを示しているようでもあり，また高卒中途採用と大卒新卒採用が代替的
関係を示しているようでもある。しかしいずれにしても，新卒採用と中途採
用の間には何らかの関係があることを暗示するような結果である。
（3）新卒採用と中途採用
　このように実証分析においてはあまり関係が明瞭になっていない2つの採
用区分であるが，そもそも両者にはどのような違いがあるだろうか。
　新卒採用は，しばしば「白い布」に例えられる。白い布は何色にでも染め
上げることができるが，色の付いた布はそうではない。他社経験のない新卒
者は，育成により自社色の人材に染め上げることができるが，他者での経験
のある中途採用者はそうはいかないので，企業は新卒者の方を選好するとい
う意味である。新卒採用は育成を前提とした採用であるのに対し④，中途採
用はその時点で保有している職業能力の活用を前提としたものである。ただ
’し最近は，概ね3年未満の就業経験のある人を「第二新卒」と呼び，別枠で
採用する企業もある。労働政策研究・研修機構（2005）によれば，第二新卒
者を育成を前提とした新卒者と同等に扱う企業と，即戦力としての中途採用
として扱う企業の両方があるのが現状のようだ。第二新卒が独自の区分とし
て定着するためには，もう少し時間が必要かもしれない。
　このような関係にある新卒採用と中途採用だが，それに対する企業の意向
としては，中途採用も含あた採用戦略の多様化意向や（労働省，2000），新
規学卒採用を上回る中途採用の増加意向（社会経済生産性本部，2005）が報
告されている。いずれも企業の方針を問うた調査結果であるので，そのまま
実現するとは限らない。しかし，これまで新卒採用に力点置いてきた採用が，
徐々に変化してきていることを示しているように思える。
46 （434）
企業の人材採用区分とその展望
2．企業の採用区分
（1）分析の概要
　上記のように，最近の動向として，中途採用に対する増加意向が企業にあ
ることがわかったが，どのような企業でそれを実施しているかは必ずしも明
らかでない。本来は，その決定要因を探ることが必要だが，その前にその実
状を明瞭にする必要がある。そこで，以下では筆者が最近関わった企業に対
する質問紙調査「“中途採用者の職場定着・順応”に関するアンケート調査
（実施時期は2004年12月から2005年1月）」⑤の分析結果を紹介しよう（6）。
　なおこの企業調査は，調査の次のステップとしての従業員調査の協力依頼
を兼ねたものであるので，あまり詳細な調査項目は設定していない。特に，
企業の経営状況に対する項目が欠落していることが分析上は問題である（7）。
しかしそのような問題はあるものの，同一企業から様々な採用区分の実施状
況に関する情報を収集したデータは見当たらないので，分析を行う意義は大
きいだろう。
　そこで，以下では主として業種についての分析を行うことにする。企業に
は様々な属性があり，それらが企業行動を規定するが，業種は必要とする人
材の特性に影響を与えるので，まず考慮すべき属性である。業種に関しては，
製造業をレファレンスグループとするダミー変数を投入する。また，企業規
模も企業の様々な活動に影響を与えることが知られているので，それをコン
トロールするための変数として実数を投入する。
　これらの変数によって説明しようとする従属変数は，「正社員採用」，「新
卒採用」，「中途採用」，および「45歳以上の中途採用」4つである。いずれ
も「採用あり」が1，「採用なし」が0となるダミー変数である。ここで最
後の「45歳以上の中途採用」を除く3つの変数は，いずれも「過去1年間
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の正社員としての採用」を尋ねたもので，「45歳以上の中途採用」は正社員・
非正社員を特定せずに過去5年間の採用に尋ねた結果ある。最後の区分の限
定を緩めているのは，このような採用を実施している企業が少ないと考えた
からである。なお，従属変数が1－0型の変数なので，ロジスティック回帰分
析を行う。
　また，4種類の採用区分変数の，全体の件数（3，624件）に占める1（採用
あり）の割合を示すと，次のようになった。「正社員採用」は79．0％，「新卒
採用」は47．0％，「中途採用」は68．0％，そして「45歳以上中途採用」は
78．1％。
②　分析結果
　これらの変数を用いて，4つのロジスティック回帰分析を行った結果が表
3である。正社員数は，4つの結果全てで，正（＋）で有意である。中途採
用であれ新卒採用であれ，企業規模が大きくなるほど盛んに採用が行われて
いることを示している。採用力のある大企業の方が，景気がやや回復してき
たこの時期には，採用に積極的になったようである。
　ともあれ，このような企業規模を一定のものとした場合の業種の影響は，
採用区分によってかなり異なっている。
　正社員採用（表の①）では，「建設業」（と「その他」）が負（一）で有意
で，「情報通信業」，「運輸業」と「医療・福祉」が正で有意である。このう
ち「建設業」は，それ以外の採用区分では，中途採用（③）において負で有
意となっている。建設業は正社員の採用が（製造業と比較して）少ないが，
特に中途採用が少ないことを示している。それに対し「情報通信業」は，新
卒採用（②）が正，45歳以上中途採用（④）が負で，それぞれ有意となっ
ている。情報通信業は正社員採用が多い業種であるが，それは主として新卒
者によって賄われていて，中高年者の中途採用は少ない業種である。他方
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表3　企業の従業員採用のロジスティック回帰分析の結果
　　従属変数は，いずれも（採用あり＝1，採用なし＝0）
推　計　式 ①正社員採用 ②新卒採用 ③中途採用 ④45歳以上?r採用
定　　数
1．110＊＊
i．083）
一466＊＊＊
bO71）
．701＊＊＊
i．071）
1．077＊＊＊
i．078）
業種ダミー（製造業）
建設業 ∴270＊ 一．141 一243＊ ．027
（．142） （．128） （．128） （．145）
電気・ガス等 ．552 1．138＊ 一1．225＊＊ 一．516
（．769） （．600） （．536） （．560）
情報通信業 1．588＊＊ 1．115＊＊ ．353 一．891＊＊＊
（．731） （．379） （．370） （．330）
運輸業 ．368＊＊ 一1．358＊＊＊ ．659＊＊＊ 1．070＊＊＊
（ユ81） （．172） （，166） （．216）
卸売・小売業 ．206 ．318＊＊ 一，098 一．370＊＊＊
（．143） （．117） （．119） （ユ25）
金融・保険業 ．330 1．212＊＊＊ 一L600＊＊＊ ㌦583＊＊
（．354） （．314） （263） （．260）
不動産業 一．448 一1．089＊＊ ，072 1．357＊
（．434） （．482） （．431） （．740）
飲食店・宿泊業 一108 ．080 一．062 ．847＊
（．342） （，299） （305） （．442）
医療・福祉 ．530＊＊＊ ．459＊＊＊ ，716＊＊＊ 1．425＊＊＊
（ユ58） （．119） （．141） （201）
教育・学習支援業 ．046 309 ユ33 ，432
（322） （．266） （．281） （，340）
サービス業 一つ67 一．255＊＊ ．028 ．363＊＊＊
（．131） （．139） （．117） （．138）
その他 一，497＊＊＊ 一，233＊ 一．621＊＊＊ 一．103
（．149） （．139） （．136） （．154）
正　社　員　数 ．001＊＊＊i．000）
．002＊＊＊
i．000）
．000＊＊＊
i．000）
．000＊＊＊
i．000）
?
119．806＊＊＊ 477．345＊＊＊ 157．735＊＊＊ 170．681＊＊＊
一2乙og〃んθ励ood3，602，594 4．533222 4，386，297 3，529，415
Coκ＆Sηθ‘匹R2 ．033 ユ23 ．043 ，046
η 3，624 3，624 3，624 3，588
注：1，＊＊＊は1％，＊＊は5％，
　2．（）内はS．E．。
出所：永野（2005b）。
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「運輸業」は，新卒採用（②）では負，中途採用（③）と45歳以上中途採用
（④）では共に正で有意である。運輸業は正社員採用が多い業種であるが，
新卒採用は少なく，中高年者も含めた中途採用が多いようだ。また，「医療・
福祉」は全ての採用区分が，正で有意となっている。高齢化の進展を背景に
この分野のサービス需要が増加しているので，様々な方法で採用活動を展開
していると見ることができる。
　新卒採用（②）に関しては，それを（製造業と比較して）活発に実施して
いるのは，既述した「情報通信業」と「医療・福祉」，および「電気・ガス・
熱供給・水道業」，「卸売・小売業」，「金融・保険業」の5業種と多くなって
いる。他方，活発でないのトが，既述した「運輸業」，および「不動産業」，
「サービス業」である。このうち「卸売・小売業」は，新卒採用は活発だが，
45歳以上中途採用（④）では負で有意で，既述した「情報通信業」とかな
り類似した特徴がある。この2つの業種は，若年者選好が強いという特性が
あるようだ。他方，「金融・保険業」は，新卒採用のみ正で有意であり，2
つの中途採用ではいずれも負で有意である。新卒採用に大きなウェイトを置
いている業種と見て良い。なお，「不動産業」と「サービス業」は，新卒採
用では負だが45歳以上中途採用（④）では正である。中高年者の中途採用
の活発さに，特徴のある業種である。
　中途採用（③）について特徴のある業種は，全てここまでに言及されてい
るが，改めてその特徴のある業種を述べよう。中途採用を，（製造業と比較
して）多く実施しているのは，「運輸業」と「医療・福祉」で，逆にあまり
実施していないのは「建設業」，「電気・ガス等」，そして「金融・保険業」
である。
　最後に45歳以上中途採用（④）を見よう。ここで初めて「飲食店・宿泊
業」が正で有意で登場する。この業種は，中高年者の中途採用の活発さに特
徴があるようである。ともあれ，この業種を含め，改めて業種別の特徴を示
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すと次のようになる。45歳以上中途採用を，（製造業と比較して）多く実施
しているのは，「運輸業」，「不動産業」，「飲食店・宿泊業」，「医療・福祉」
そして「サービス業」である。逆に，（製造業と比較して）実施が少ないの
は，「情報通信業」，「卸売・小売業」そして「金融・保険業」である。
（3＞小　　括
　これらの分析結果から，業種による採用パターンを整理すると次のように
なる。
　新卒採用に重点をおいた採用活動を展開しているのは，「情報通信業」と
「卸売・小売業」，そして「金融・保険業」と「電気・ガス等」である。この
うち，情報通信業では技術変化の早さへの適合，卸売・小売業では顧客嗜好
に適合する感性の追及といった要因が，若年者選好を強めている背景要因に
あるように思える。他方，同様に新卒採用を重視しているが，金融・保険や
電気・ガスという業種では，むしろ，新卒者を採用し内部で人材を育成する
「内部化戦略」が強固に維持されている結果であるように思える。
　それに対し，「運輸業」や「不動産業」，さらに「サービス業」では，中高
年層も含めた中途採用を中心に展開している。また，成長が大きい「医療・
福祉」は，多くの採用方法を併用して人材ニーズを満たそうとしているよう
である。
3．中途採用の評価と今後
（1）置換効果と2007年問題
　冒頭に記したように，高齢化の進展を考えれば，雇用維持策としての中高
年の中途採用はますます重要になるはずである。しかし若年者雇用を重視す
る立場からは，それに対する異論も唱えられている。中高年の雇用が企業内
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で維持されているので，結局若年層が就職できなくなるという，玄田
（2001）の「置換効果」である。他方，技能の伝承を重視する立場からは，
2007年から始まる団塊の世代の退職が企業活力の低下を招くという，いわ
ゆる「2007年問題」が議論されている（樋口他，2004）。中高年は，前者に
従えぱ速やかに退職することが望ましいが，後者ではなるべく長く勤続する
ことが望ましくなる。
　いずれの議論に説得力があるかは，業種や職種に大きく依存するように思
える。ここでは，むしろこのような一見，相反する議論が出るほど，中高年
層の雇用問題は大きな課題であることを指摘したい。
　そのように重要な中高年層問題だが，上記のように，中高年の中途採用も
多くの企業で実施していた。そこで，以下ではそのような企業では中高年の
中途採用を，どう評価しているのかに関する分析結巣を紹介する。次いで，
中高年の中途採用や前節で議論した中途採用を，企業はどうしたいと考えて
いるのかについての結果を紹介する。
②　中高年の中途採用に対する評価
　45歳以上中途採用の実施企業では，その中途採用者の定着状況をどう評
価しているだろうか。この調査では，他の年齢層と比較した定着程度を，
「高い」から「低い」まで5段階で回答することを求めている。その回答を，
数値が大きくなるほど定着程度が高くなるように1～5点で点数化し，それ
を連続変数と見なし，その定着程度が何によって決定されるのかを，重回帰
分析により検証した。なお，このようにして作成した定着評価の平均値は
3．89で，全般的には定着評価は高くなっていた。
　表3の計測と同じ説明変数による結果が，表4の⑤である。企業規模が小
さいほど（正社員数が少ないほど），定着評価が高くなっている。この変数
の符号は表3とは逆であり，中高年の中途採用の実施が多くても，定着評価
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　　　　　　　　　表4定着評価決定の検証
従属変数：定着評価（点数が高いほど評価が高くなる1～5点のポイント）
推　　計　　式
?
⑥ ⑦
定　　　数 　3．991＊＊＊i114．739）
　3．828傘纏
i71．824）
　3918＊榊
i94．264）
業種ダミー（Ref：製造業）
建設業 ．027 ．030 ．023
（．415） （．459） （337）
電気・ガス等 一．106 一．087 一．076
（．347） （．285） （．253）
情報通信業 一．271 一．284 一306
（1．381） （1．453） （L575）
運輸業 一．071 一．070 一．042
（LO59） （1．027） （．609）
卸売・小売業 一．204籾＊ rl78＊林 一181零＊宰
（3．278） （2．841） （2。859）
金融・保険業 ．251 ．224 ．200
（L644） （1．453） （1．291）
不動産業 ．191 ．178 ．159
（．999） （．933） （．837）
飲食店・宿泊業 一．222 一．216 一．216
（L544） （1．472） （1．446）
医療・福祉 一231＊＊＊ 一225零串串 一．216喰韓
（4。057） （3．919） （3．722）
教育・学習支援業 ．003 一．003 一〇19
（．026） （，026） （．152）
サービス業 一123＊＊ rl26林 一．118索＊
（2．170） （2．207） （2．045）
その他 一，067 一．052 一．027
（．920） （．715） （．371）
正　社　員　数 一5．341E－05＊＊＊@（2．952）
一5313E－05＊＊＊
@（2950）
一5．577E－05零＊＊
@（3．092）
配慮の度合い（1～4点，
蛯ｫい程，度合いが強い） 一
　．064零料
i3．874） 一
　　　配置ダミー
i1＝配慮あり，0＝配慮なし） 一 一
　，064＊＊
i1．673）
　　　仕事配分ダミー
i1＝配慮あり，0＝配慮なし） 一 一
一．001
i，021）
　　　賃金ダミー
i1＝配慮あり，0＝配慮なし） 一 一
　．144＊＊＊
i3．502）
　　　ポストダミー
i1＝配慮あり，0＝配慮なし） 一 一
　．083
i1．646）
　　　労働時間ダミー
i1＝配慮あり，0＝配慮なし） 一 一
　．005
i．090）
　　教育訓練ダミー
i1＝配慮あり，0＝配慮なし） 一 一
　．061
i．859）
　　　健康ダミー
i1＝配慮あり，0＝配慮なし） 一 一
一．026
i．388）
　　　人間関係ダミー
i1＝配慮あり，0＝配慮なし） 一 一
一162皐索＊
i3．337）
　　　その他ダミー
i1＝配慮あり，0＝配慮なし） 一 一
　．183
i1．117）
自由度調整済R2 ．016 ．016 ．024F 3．426料掌 4．157＊＊＊ 3．860＊纏
η 2，691 2，640 2，564
注：1．’”は1％，”は5％，＊は10％で有意なことを示す。
　　2．（）内はt値。
出所；永野（2005b）。
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が高いとは限らないことを示している。むしろ実施が多いのは，定着が悪い
たあ繰り返し採用せざるを得なくなった結果という可能性すら想起させる。
　ともあれ，製造業を基準として業種の影響を見ると，「卸売・小売業」，
「医療・福祉」，そして「サービス業」で定着評価が低くなっている。
　この調査では，このような定着評価のみならず，45歳以上の中途採用者
の定着を促すような配慮をどの程度しているかを4段階で尋ねている。そこ
で，点数が大きいほど配慮の程度が強くなるような1～4点で点数化した変
数を作成し，説明変数として追加した結果が，表4の⑥である。定着を促す
ような配慮が大きな企業ほど，定着評価が高いという関係があることが確認
できる。
　では，どのようなことに配慮するのが効果的なのだろうか。調査では9項
目を企業に示し，あてはまるものをいくつでも回答することを求めている。
そこで，この回答を9つの独立の回答とみなし，それぞれについて回答があっ
た場合に1，無かった場合に0とするダミー変数を作成する。ただし，調査
では配慮しなかった企業はこの設問に答えないことになっているが，その場
合は，全項目を回答が無かったとみなして，全て0とする。このようして，
具体的な配慮の内容に関する9項目のダミー変数を説明変数として⑤に加え
た結果が，⑦である。
　「配置の決め方」と「賃金の決め方」の2つが正で有意で，「職場での人間
関係」が負で有意となった。「職場での人間関係」にはそれほどの配慮は必
要としないが，どのような仕事を担当してもらうかという「配置」と，最も
重要な労働条件の1つである「賃金」に関しては，特に配慮をすることが定
着を高めるという点では効果的なようである。
（3）今後の中途採用ニーズ
ではこれらの企業は，今後の中途採用や45歳以上中途採用に対して，ど
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の程度のニーズを抱いているのだろうか。調査では，この2種類のニーズに
ついて，それぞれ4段階でニーズの程度を尋ねている。そこでその回答を，
点数が大きいほどニーズが大きくなるような1～4点に割り当て，それを連
続変数と見なして重回帰分析を行った。なお，このようにして作成した変数
の平均値は，中途採用ニーズが3．Ol，45歳以上中途採用ニーズが2．47であっ
た。中途採用ニーズはかなり高いが，中高年に対するそれはやや低い。
　これまでと同様に，企業規模と業種を説明変数とした結果が，表5の⑧と
⑨である。「正社員数」は中途採用（⑧）では正，45歳以上中途採用（⑨）
では負と，逆の符号となっている。中途採用そのものは大企業の方がニーズ
が強いが，中高年の中途採用となると，むしろ規模の小さな企業の方がニー
ズが強くなっている。業種についても，2つの結果は必ずしも同じではない。
年齢層を問わない中途採用と，中高年に限定した中途採用では，そのニーズ
の発生も少し異なっている。とはいえ，「運輸業」や「飲食店・宿泊業」，
「医療・福祉」さらに「サービス業」ではいずれに関しても正で有意である。
これらの産業は，広範な年齢を対象とした中途採用ニーズがあると見て良い。
また，「教育・学習支援業」は，中高年のみに対する中途採用ニーズが強い
業種である。
　他方，「金融・保険業」は両者とも負で有意である。既述したように，中
高年の中途採用のみならず，中途採用そのものに対するニーズが少ない業種
の特徴であろう。それに対し，「電気・ガス等」と「卸売・小売業」は，45
歳以上中途採用（⑨）でのみ負で有意で，「情報通信業」は中途採用（⑧）
では正，45歳以上中途採用では負で有意となっている。
　ところで，前述の定着評価の違いは，今後の採用ニーズにどんな影響を及
ぼすのだろうか。定着評価は45歳以上中途採用者に関してのみ問うている
ので，その年齢層の中途採用ニーズについてのみ分析したものが⑩である。
定着評価が高い企業ほど，採用ニーズも高くなっていることがわかる。中高
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　　　　　　　表5　中途採用ニーズの重回帰分析
従属変数：採用ニーズ（点数が高いほどニーズが大きくなる1～4点のポイント）
推　計　式 ⑧中途採用ニーズ ⑨45歳以上?r採用ニーズ
⑩45歳以上
?r採用ニーズ
定　　数 　2．931＊＊＊i130．088）
　2．375＊＊＊
i101．138）
　2．304＊＊＊
i36．804）
業種ダミー（製造業）
建設業 一〇〇4 ．062 ．009
（．091） （1．412） （．194）
電気・ガス等 一．269 一425＊＊ 一372
（1．544） （2．274） （1．570）
情報通信業 ．274＊＊ 一．265＊＊ 一．175
（2．519） （2．342） （1．212）
運輸業 ．344＊＊＊ ．517＊＊＊ ．470＊＊＊
（7．354） （10．590） （9．399）
卸売・小売業 一．019 一．097＊＊ 一．040
（．488） （2．401） （．861）
金融・保険業 一．351＊＊＊ 一．279＊＊＊ 一．102
（4，195） （3ユ97） （．910）
不動産業 一．094 ，190 ユ36
（．672） （1．305） （941）
飲食店・宿泊業 ．345＊＊＊ ．312零＊＊ ．333＊＊＊
（3．449） （2．995） （3．110）
医療・福祉 ．259＊＊＊ ．364串＊＊ ．261＊＊＊
（6．457） （8．718） （6．171）
教育・学習支援業 一．014 ，265＊＊＊ ．257＊＊＊
（。163） （2．923） （2．730）
サービス業 ユ46＊＊＊ ．163＊＊＊ ．197＊＊＊
（3．883） （4．154） （4．679）
その他 一．065 ．012 ．102＊
（1．419） （．244） （1．905）
正　社　員　数 2．209E－05＊iL675）
一3．292E－05＊寧
@　（2．352）
一4．146E－05林率
@　（3．025）
定着評価（1～5点， ．059＊＊＊
大きい程，評価が高い） 一 一 （4，152）
自由度調整済1～2 ．040 ，067 ．059
F 12．559＊＊＊ 20．753＊＊＊ 12．854＊＊＊
π 3，579 3，576 2，656
注：1．率’＊は1％，＊＊は5％，’は10％で有意なことを示す。
　2．（）内はt値。
出所：永野（2005b）。
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年層に関しては，定着が良好な場合に，新たな採用ニーズが生まれるようだ。
4．結びに代えて
　企業の新卒者採用や中途採用は，どのようになっているのだろうか。本稿
ではこの点を明らかにするために，まず既存の統計調査を用いて中高年層を
中心とした人材移動の現状を見た。その結果，新卒者採用を始めとして若年
層採用が中心であるものの，意外に中高年の中途採用も広範に実施されてい
ることがわかった。次いで，筆者が最近かかわった企業調査のデータを用い
て，どのような採用が，どのような企業で実施されているのかを，多変量解
析の手法を用いて分析した。結果は，企業規模に関しては共通性があったが，
業種に関しては違いが見られた。すなわち，新卒採用に重点をおいた採用活
動を展開しているのは，「情報通信業」，「卸売・小売業」，「金融・保険業」，
そして「電気・ガス等」であった。それに対し，「運輸業」や「不動産業」，
さらに「サービス業」では，中高年層も含めた中途採用を中心に展開してい
た。また，成長が大きい「医療・福祉」は，多くの採用方法を併用して人材
ニーズを満たそうとしていた。次いで，中高年中途採用者の採用後の定着評
価を分析した。その結果，定着について特別の配慮，特に配置や賃金の決定
に関する配慮を払っていた企業では，定着評価が高いことがわかった。そし
て最後に，今後の中高年採用ニーズについて分析した。その結果，上述の定
着評価が高い企業で，採用ニーズが高くなることが確認できた。
　中高年の雇用に関しては，本文で紹介したように，必ずしも単一の方向を
向いた議論や政策が展開されているわけではない。しかし高齢化の進展と，
その結果増加する中高年層の就業意欲が高いことを考えれば，中高年の中途
採用が今後ますます重要になることが予想される。そのためには，企業は採
用した中高年に対して，処遇上の配慮を払うことが望ましい。というのは，
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本稿の分析で明らかになったように，そのことが，中高年の定着向上につな
がり，それが更なる採用ニーズの向上につながるからである。そのようにし
て，中高年の就業機会を増やし，彼らに，これまでに獲得してきたノウハウ
や経験を発揮する機会を与え，企業はそれを活用できるようにすることが求
められているようだ。ただし，既述したように，このような中高年の雇用拡
大が，若年層の排除につながるという議論もあるので，両者の代替関係に関
する厳密な検証が必要だろう。
　ともあれ，異なる採用区分の採用に関して，同一の枠組みで分析した研究
はほとんど見当たらない。そこで本稿では，調査データを用いてその事実発
見を行った。なぜそのような結果になるか，それをどうしたら良いかという
ような吟味は，今後の課題としたい。
　　　　　　　　　　　　　　　《注》．
（1）　ここで「多く」というのは，実際には有期の雇用契約を更新し，長期間勤続
　　する人も少なからずいるからである。
（2）永野（2005a）でも，中高年層の中途採用が意外に多いことを指摘している。
　　なお，このような傾向は，企業規模別に見ても言えることである。
（3）　そのようなものに，永野（2004）がある。ただし，中高年者の中途採用と出
　　向者の受入れを比較したものとして，永野（2005a）もある。
（4）　このような企業の採用行動を説明するモデルに，サロー（1975）の「仕事競
　争モデル（Job　Competition　Model）」がある。サローのモデルについては，
　　永野（2004）を参照されたい。
（5）　この調査は，（独）高齢・障害者雇用支援機構によって組織された「中途採
　　用者の職場定着・順応チェックリスト開発研究委員会（座長：今野浩一郎学
　　習院大学教授）」が実施した，従業員数30人以上の企業約15，000社を対象と
　　した郵送による調査で，調査の有効回答数（率）は3，715社（25．2％）であっ
　　た。なお，筆者はこの委員会の委員を務めた。回答企業の業種別構成は，製造
　業が26．2％と最も多く，以下，サービス業（14．2％），卸売・小売業（13．0％），
　　医療・福祉（11．8％），建設業（10．1％）と続いた。従業員数の平均規模は246
　人で，30人未満が11．5％，30～99人が48．5％，100～999人が34．1％，1，000
　人以上が4．7％という構成であった。この委員会の報告書が，高齢・障害者支
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　　援機構（2005）である。
（6）以下で述べる分析結果は，永野（2005b）を加筆修正したものである。
（7）　ただし，従業員数の変化という形で経営状況を間接的に尋ねている。本稿で
　　その項目を使用しないのは，後述する採用の実施の説明変数として従業員数の
　　変化を用いると，トートロジー（同義反復）になりかねないからである。
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